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船において実施し，消火対応の方針を策定

（又は見直し）する。

● 実施するソフト及びハード面の対策を前提にし

て，消火栓からの消火射水（以下，消火栓消

火）の省略に関する事項など，「消火対応手順

書」に記載すべき船員による消火活動に関連

する事項を明記する。

表1 固定式泡消火装置の効果的な使用のための対策一覧＊1

項目 内容

実施すべき項目

発電機の自動（遠隔）起動（消火装置起動後の電源容量の迅速な確保）＊2

通風筒蓋の閉鎖省略／常時開放又は自動起動化（消火装置起動までの時間

の短縮化）＊2

消火栓消火の省略（同上）＊3

その他実施が推奨さ

れる項目（オプショ

ン）

カメラによる貨物倉の遠隔監視（火災探知遅延の防止，火災発生場所確認

の迅速化）

RFID (Radio Frequency Identification) タグ等による人員安全確保（人員

点呼に要する時間の短縮化）

車両甲板天井部の各升溜まりに1個の煙探知器の設置（火災探知の遅延の

防止）

貨物倉の仕切り追加（被害拡大抑制，消火装置作動時の心理的障害の除

去）＊4

＊1. 表1で示す対策は，前述の通り現時点で輸送の大宗を占めるガソリンを燃料とする自動車を

積載した状況におけるものであり，電気自動車や燃料電池自動車の混載までを想定したもの

ではない。
＊2. 通風筒蓋開閉と発電機自動（遠隔）起動の代替措置として，船員を複数チームに分けて対応

する場合は，ソフト面の対応とすることは可能。ただし，固定式消火装置作動までの目標時

間に影響を及ぼさないことを条件とする。
＊3. 消火器や消火栓消火によって確実に消火できる場合はこの限りでない。具体的には，船橋近

傍における火災の場合，乗組員が巡回中に偶然発見したボヤ火災の場合を想定する。十分な

数の船員が乗船し複数チームに分けて対応する場合は，現場確認と並行して消火栓消火に取

り組むことは可能とする。ただし，固定式消火装置作動までの目標時間に影響を及ぼさない

ことを条件とする。
＊4. この項目は，新造船に対してのみ適用を想定する。

4．おわりに 

本稿では，コンテナ運搬船及び自動車運搬船に対

するIMOの動き，コンテナ運搬船に関する本会の

活動や取り組み及び自動車運搬船に関する国内検討

会での火災安全対策について，それらの現状を紹介

した。

今後，コンテナ運搬船や自動車運搬船に対する火

災安全対策関連の新要件については，IMOにおい

て審議が進められて行くこととなるが，これには数

年の時間が必要となる。本会は継続的にその動きを

注視し，必要に応じて独自もしくは海事業界と共同

で安全対策を検討していく所存である。

新しく策定された火災安全対策は，本会のガイド

ライン等を通じて公表し，業界への貢献を考えてい

る。
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実船計測データ及び機械学習を用いた船体構造の応力推定

宮島 秀規＊

1．はじめに

実船計測プロジェクトでは，航行中の船舶の状態

を把握するために主機回転数や船速，針路などの航

海データや，風や波などの気海象データ，船体の運

動に関するデータとして加速度や船体構造に生じる

応力など，様々なデータの取得・蓄積が行われてい

る。これらのデータは，船体強度の評価や疲労被害

度評価による予寿命予測，設計へのフィードバック

といったところを目的に様々な検討1)~3)がなされて

おり，船舶の安全性確保の観点から，実際に船体に

生じた応力の履歴を把握することの意義は大きい。

実船計測における応力計測の課題としては，セン

サーの設置やメンテナンスなどにコストがかかる点

が挙げられる。需要のあるすべての計測箇所に対し

て計測を行うことは難しいため，より少ない計測箇

所で船全体の応力を把握できる手法が望まれる。実

船計測と異なる応力履歴把握のアプローチとしては，

構造解析を取り入れて船体構造に生じる応力を推定

する「荷重構造一貫解析」に関する研究が行われて

いる。しかしながら，応力推定手法として確立した

手法はないため，新たなアプローチの検討の余地が

ある。

船体構造に生じる応力の推定を回帰問題として捉

えると，近年発展している機械学習を用いたアプロ

ーチが効果的だと考えられる。機械学習では課題に

関連した様々な要素を考慮した推定を行うことがで

きるため，実船計測で得られた応力に関連するデー

タを用いることで，船体構造に生じる応力を推定可

能だと思われる。

実船計測で得られたデータには風，波，潮流とい

った自然環境の影響を受けるデータが含まれている。

気海象の状況を正確に把握することは難しく，実船

計測データには不確実性のある計測値が多く含まれ

ることとなる。このようなデータをもとに数値推定

を行う場合に有効な手法として，機械学習分野では，

確率分布を推定する手法である自然勾配ブースティ

ング（Natural Gradient Boosting：NGBoost）4)

が提案されている。NGBoostを用いることで，確

率分布を考慮した合理的な数値推定を行うことがで

＊ 技術研究所

きると考えられる。そこで，本会では，従来とは異

なるアプローチによる応力推定の実現可能性を確認

するために，実船計測データ及びNGBoostを活用

した船体構造に生じる応力推定の研究を実施してい

る。本稿ではその取り組み内容について紹介する。

2．実船計測概要 

本研究では，計測項目やデータ数の観点から，

8,600TEUのコンテナ船における実船計測プロジェ

クトで得られた約2年分のデータを使用している。

表1に本船の主要目，表2に本船の計測項目を示す。

本船は加速度，応力を計測するためのセンサーを

搭載している。それぞれの設置箇所を図1に示す。

船体の応力計測には，光ファイバーを利用して構造

部材の歪を測定する OSMOS （ Optical Strand 
Monitoring System）が用いられており，船体の3
断面に4か所ずつ，計12か所に設置された。加速度

の計測には3軸（x, y, z）の加速度計が用いられてお

り，船首・船体中央部・船尾の計3か所に設置され

た。海象データに関しては，ヨーロッパ中期予報セ

ンター（ECMWF, European Centre for Medium-
Range Weather Forecasts）が提供しているERA-5
の波浪追算データを用いた。なお，本船では計測期

間中に定期航路の変更が行われている。

表1 実船計測対象船舶の主要目 

全長（LOA） Abt. 334.5 m 
幅 45.6 m 

深さ 24.4 m 
計画満載喫水 14.0 m 

総トン数 Abt. 97,000 GT 

表2 データ項目 

分類 詳細

航海データ
対水・対地船速，針路，主機回転数，
主機馬力

気象データ 風向き，風速

加速度データ 3軸（x, y, z）加速度 
応力データ 船体構造に生じる応力（縦曲げ応力）

海象データ
波高，波向き，出会波向き，波周期，
波の方向幅，波の尖度，波の周波数集
中度，水深
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図1 センサー設置箇所 

3．応力推定手法 

3.1 推定対象について 

コンテナ船は大きな開口部を有しており，船体構

造に高い応力が生じるため，船体上部の構造に生じ

る応力を精度良く推定することが重要である。また，

計測箇所の中でも船体中央部は相対的に応力が高く

なるため，重要な箇所である。そのため，本研究で

は船体中央，左舷デッキ側の計測箇所（図1中No.6）
における応力を推定対象とした。 
3.2 NGBoost 

本研究では，実船計測データの不確実性を考慮し，

確率分布を推定することが可能な手法である

NGBoostを用いて船体構造に生じる応力の推定を

行う。NGBoostは確率分布の形で推定結果を出力

することができる回帰モデルであり，勾配ブーステ

ィングを拡張した手法を用いている。勾配ブーステ

ィングは，単独では推定精度が低い弱学習器を複数

組み合わせることで1つの学習器を作るアンサンブ

ル学習の手法の一種であるが，NGBoostでは，複

数の確率分布のパラメータを同時に推定するために，

弱学習器の学習効率化に自然勾配5)を用いている点

が特徴である。 
本研究では，NGBoostの学習段階で最適化する

損失関数として式(1)に示す対数尤度𝐿𝐿�𝜃𝜃, 𝑦𝑦�を用い

る。また，このとき自然勾配∇�𝐿𝐿�𝜃𝜃, 𝑦𝑦�は式(2)で表さ

れる。ここで確率分布のパラメータ𝜃𝜃，正解ラベル

𝑦𝑦，確率分布𝑃𝑃であり，𝐼𝐼�(𝜃𝜃)はフィッシャー情報行

列である。推定分布には正規分布，弱学習器には決

定木を用いる。 
 

𝐿𝐿(𝜃𝜃, 𝑦𝑦) = −𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙�(𝑦𝑦) (1) 
∇�𝐿𝐿(𝜃𝜃, 𝑦𝑦) ∝ −𝐼𝐼�(𝜃𝜃)��𝐿𝐿(𝜃𝜃, 𝑦𝑦) (2) 

4．実船計測データの統計処理 

本研究では実船計測データを1時間ごとの統計値

として処理し，応力推定用のデータセットを作成し

た。各データの処理，及び作成したデータセットに

ついて記述する。 
4.1 航海データ，気象データ，海象データ 

航海データ，気象データについては，1時間ごと

の平均値として処理を行った。また，海象データに

ついては1時間毎の波浪追算値を用いた。なお，波

向きや風向き等の角度に関しては，船首方向を0度
として時計回りに360度のデータとなっているため，

船首方向からの角度の変化量を変数として加えてい

る。 
4.2 応力データ 

船体構造に生じる応力は，周波数分析を行うこと

で波浪応答成分と弾性応答成分の大きく2つに分離

することができ，それぞれ0.1Hzと0.5Hz付近にピ

ークが現れる2)。そのため本研究では，1時間ごと

に区切った応力の時系列データについて，

1/60~0.3Hzの波浪応答成分，0.3Hz~1.0Hzの弾性

応答成分，1/60~1.0Hzの波浪応答成分＋弾性応答

成分を分離し，ゼロアップクロス法により波の1周
期毎の応力範囲を抽出した後，標準偏差を算出した

値を用いた。 
4.3 加速度データ 

周波数分析を実施したところ， 0.1Hz 及び

0.6~0.8Hz付近にピークが確認された。これらの成

分は，それぞれ波浪応答成分と主に弾性応答成分で

ある。本研究では，ピーク部分を含むように

1/60~0.3Hzの波浪応答成分，0.3Hz~1.0Hzの弾性

応答成分，1/60~1.0Hzの波浪応答成分＋弾性応答

成分を分離し，1時間ごとの最大値及び標準偏差を

算出した値を特徴量として用いた。 
4.4 応力推定用データセット 

上記の処理を行い，目的変数1項目（No.6の応力

実測値），説明変数108項目からなるデータセット

を作成した。表3にデータ点数，図2に目的変数であ

る応力の時系列プロット及びヒストグラムを示す。 
図2(b)の応力のヒストグラムから，No.6の応力計

測値は高応力が計測されたデータが少ないことが確

認できる。このように不均衡データを用いて機械学

習を行う場合，データ数の少ない部分については，

推定モデルの推定精度が低下することが懸念される。

そのため，不均衡データの偏りの補正を目的とし，

サンプル数の少ないデータを増やすオーバーサンプ

リングの手法であるSMOTE6)を用いてオーバーサ

ンプリングを実施した。 
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SMOTEはk近傍法を利用してデータを増やす手

法であり，少数派に属する特定のデータと，その近

傍にあるk個のデータからランダムに選択されたデ

ータを用いて，新たなデータを内挿する。本研究で

は目的変数となる応力に閾値を設け，閾値以上・未

満のデータにラベル分けしたうえで，多数派と少数

派が同程度のデータ数になるようオーバーサンプリ

ングを行った。 
 
表3 応力推定用データセットのデータ点数 

 データ点数 
学習データ 11,435 
検証データ  2,614 

テストデータ  2,288 
合計 16,337 

 

 
(a) 時系列のプロット 

 
(b) ヒストグラム 

図2 No.6の応力実測値の時系列プロット及び 

ヒストグラム 

 
4.5 応力推定モデル 

本研究では，表4に示すように全説明変数を用い

るケース①と，航海・気象・海象データのみを用い

るケース②を設定し，NGBoostによる応力推定モ

デルを作成した。なお，ケース②では推定精度が悪

化する傾向にあったため，オーバーサンプリングは

実施していない。原因としては，ケース①よりも説

明変数が少なくなったことで，学習データ内に含ま

れるデータのパターンが減少し，類似したデータが

増えてしまうためではないかと考えられる。 
 
 

表4 データ項目 

 ケース① ケース② 
航海データ 〇 〇 
気象データ 〇 〇 
海象データ 〇 〇 

加速度データ 〇 － 
応力データ 〇 － 

5．応力推定結果 

5.1 ケース①及び②の推定結果の比較 

ケース①及び②における，テストデータに対する

応力推定結果をそれぞれ図3，図4に示す。x軸に実

測値，y軸に推定値として正規分布の平均値をプロ

ットした散布図となっており，応力の実測値と推定

値が等しい場合，対角線に引いた基準線上にプロッ

トされる。また，推定した正規分布の2σ信頼区間

を示している。表5には実測値と推定値の平均二乗

誤差及び相関係数，推定した標準偏差の平均値を示

す。 
ケース①について，図3を見ると，推定結果のプ

ロットが基準線に沿って分布しており，また相関係

数の値が0.99程度であることから，実測値と推定値

が精度よく一致していると考えられる。 
ケース②について，図4を見ると，プロットが基

準線付近に分布しており，船体構造に生じる応力を

捉えることができている。一方で，表5から，ケー

ス①と比較して相関係数の値が減少し，平均二乗誤

差及び標準偏差の平均値が増加しており，推定精度

が低下していることが確認できる。また，ケース②

では高応力部分で推定値が実測値を下回る傾向が見

られた。船体構造の強度の観点からは，推定値が応

力を過小評価するのは好ましくないため，高応力部

分における推定精度向上も課題である。 
ケース②の高応力部分における推定精度低下の原

因としては，高応力が計測されたデータの不足が考

えられる。実海域における計測で高い応力を計測す

る頻度は低く，また，航路によって船舶が遭遇する

気象・海象の傾向は異なる。航海・気象・海象デー

タのみを用いた場合の高応力部分の推定精度向上に

は，より長期間の計測データ収集や，航路別の応力

推定モデル作成が有効ではないかと考えられる。 
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図1 センサー設置箇所 

3．応力推定手法 

3.1 推定対象について 

コンテナ船は大きな開口部を有しており，船体構

造に高い応力が生じるため，船体上部の構造に生じ

る応力を精度良く推定することが重要である。また，

計測箇所の中でも船体中央部は相対的に応力が高く

なるため，重要な箇所である。そのため，本研究で

は船体中央，左舷デッキ側の計測箇所（図1中No.6）
における応力を推定対象とした。 
3.2 NGBoost 

本研究では，実船計測データの不確実性を考慮し，

確率分布を推定することが可能な手法である

NGBoostを用いて船体構造に生じる応力の推定を

行う。NGBoostは確率分布の形で推定結果を出力

することができる回帰モデルであり，勾配ブーステ

ィングを拡張した手法を用いている。勾配ブーステ

ィングは，単独では推定精度が低い弱学習器を複数

組み合わせることで1つの学習器を作るアンサンブ

ル学習の手法の一種であるが，NGBoostでは，複

数の確率分布のパラメータを同時に推定するために，

弱学習器の学習効率化に自然勾配5)を用いている点

が特徴である。 
本研究では，NGBoostの学習段階で最適化する

損失関数として式(1)に示す対数尤度𝐿𝐿�𝜃𝜃, 𝑦𝑦�を用い

る。また，このとき自然勾配∇�𝐿𝐿�𝜃𝜃, 𝑦𝑦�は式(2)で表さ

れる。ここで確率分布のパラメータ𝜃𝜃，正解ラベル

𝑦𝑦，確率分布𝑃𝑃であり，𝐼𝐼�(𝜃𝜃)はフィッシャー情報行

列である。推定分布には正規分布，弱学習器には決

定木を用いる。 
 

𝐿𝐿(𝜃𝜃, 𝑦𝑦) = −𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙�(𝑦𝑦) (1) 
∇�𝐿𝐿(𝜃𝜃, 𝑦𝑦) ∝ −𝐼𝐼�(𝜃𝜃)��𝐿𝐿(𝜃𝜃, 𝑦𝑦) (2) 

4．実船計測データの統計処理 

本研究では実船計測データを1時間ごとの統計値

として処理し，応力推定用のデータセットを作成し

た。各データの処理，及び作成したデータセットに

ついて記述する。 
4.1 航海データ，気象データ，海象データ 

航海データ，気象データについては，1時間ごと

の平均値として処理を行った。また，海象データに

ついては1時間毎の波浪追算値を用いた。なお，波

向きや風向き等の角度に関しては，船首方向を0度
として時計回りに360度のデータとなっているため，

船首方向からの角度の変化量を変数として加えてい

る。 
4.2 応力データ 

船体構造に生じる応力は，周波数分析を行うこと

で波浪応答成分と弾性応答成分の大きく2つに分離

することができ，それぞれ0.1Hzと0.5Hz付近にピ

ークが現れる2)。そのため本研究では，1時間ごと

に区切った応力の時系列データについて，

1/60~0.3Hzの波浪応答成分，0.3Hz~1.0Hzの弾性

応答成分，1/60~1.0Hzの波浪応答成分＋弾性応答

成分を分離し，ゼロアップクロス法により波の1周
期毎の応力範囲を抽出した後，標準偏差を算出した

値を用いた。 
4.3 加速度データ 

周波数分析を実施したところ， 0.1Hz 及び

0.6~0.8Hz付近にピークが確認された。これらの成

分は，それぞれ波浪応答成分と主に弾性応答成分で

ある。本研究では，ピーク部分を含むように

1/60~0.3Hzの波浪応答成分，0.3Hz~1.0Hzの弾性

応答成分，1/60~1.0Hzの波浪応答成分＋弾性応答

成分を分離し，1時間ごとの最大値及び標準偏差を

算出した値を特徴量として用いた。 
4.4 応力推定用データセット 

上記の処理を行い，目的変数1項目（No.6の応力

実測値），説明変数108項目からなるデータセット

を作成した。表3にデータ点数，図2に目的変数であ

る応力の時系列プロット及びヒストグラムを示す。 
図2(b)の応力のヒストグラムから，No.6の応力計

測値は高応力が計測されたデータが少ないことが確

認できる。このように不均衡データを用いて機械学

習を行う場合，データ数の少ない部分については，

推定モデルの推定精度が低下することが懸念される。

そのため，不均衡データの偏りの補正を目的とし，

サンプル数の少ないデータを増やすオーバーサンプ

リングの手法であるSMOTE6)を用いてオーバーサ

ンプリングを実施した。 
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SMOTEはk近傍法を利用してデータを増やす手

法であり，少数派に属する特定のデータと，その近

傍にあるk個のデータからランダムに選択されたデ

ータを用いて，新たなデータを内挿する。本研究で

は目的変数となる応力に閾値を設け，閾値以上・未

満のデータにラベル分けしたうえで，多数派と少数

派が同程度のデータ数になるようオーバーサンプリ

ングを行った。 
 
表3 応力推定用データセットのデータ点数 

 データ点数 
学習データ 11,435 
検証データ  2,614 

テストデータ  2,288 
合計 16,337 

 

 
(a) 時系列のプロット 

 
(b) ヒストグラム 

図2 No.6の応力実測値の時系列プロット及び 

ヒストグラム 

 
4.5 応力推定モデル 

本研究では，表4に示すように全説明変数を用い

るケース①と，航海・気象・海象データのみを用い

るケース②を設定し，NGBoostによる応力推定モ

デルを作成した。なお，ケース②では推定精度が悪

化する傾向にあったため，オーバーサンプリングは

実施していない。原因としては，ケース①よりも説

明変数が少なくなったことで，学習データ内に含ま

れるデータのパターンが減少し，類似したデータが

増えてしまうためではないかと考えられる。 
 
 

表4 データ項目 

 ケース① ケース② 
航海データ 〇 〇 
気象データ 〇 〇 
海象データ 〇 〇 

加速度データ 〇 － 
応力データ 〇 － 

5．応力推定結果 

5.1 ケース①及び②の推定結果の比較 

ケース①及び②における，テストデータに対する

応力推定結果をそれぞれ図3，図4に示す。x軸に実

測値，y軸に推定値として正規分布の平均値をプロ

ットした散布図となっており，応力の実測値と推定

値が等しい場合，対角線に引いた基準線上にプロッ

トされる。また，推定した正規分布の2σ信頼区間

を示している。表5には実測値と推定値の平均二乗

誤差及び相関係数，推定した標準偏差の平均値を示

す。 
ケース①について，図3を見ると，推定結果のプ

ロットが基準線に沿って分布しており，また相関係

数の値が0.99程度であることから，実測値と推定値

が精度よく一致していると考えられる。 
ケース②について，図4を見ると，プロットが基

準線付近に分布しており，船体構造に生じる応力を

捉えることができている。一方で，表5から，ケー

ス①と比較して相関係数の値が減少し，平均二乗誤

差及び標準偏差の平均値が増加しており，推定精度

が低下していることが確認できる。また，ケース②

では高応力部分で推定値が実測値を下回る傾向が見

られた。船体構造の強度の観点からは，推定値が応

力を過小評価するのは好ましくないため，高応力部

分における推定精度向上も課題である。 
ケース②の高応力部分における推定精度低下の原

因としては，高応力が計測されたデータの不足が考

えられる。実海域における計測で高い応力を計測す

る頻度は低く，また，航路によって船舶が遭遇する

気象・海象の傾向は異なる。航海・気象・海象デー

タのみを用いた場合の高応力部分の推定精度向上に
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図3 ケース①の実測値及び推定結果のプロット 

 

 
図4 ケース②の実測値及び推定結果のプロット 

 
表5 推定結果 

 ケース① ケース② 
平均二乗誤差 0.13 1.10 

相関係数 0.99 0.91 
標準偏差の平均値 0.19 0.74 

 
5.2 説明変数の重要度の算出 

決定木をベースとした機械学習手法では，作成し

た推定モデルの推定結果に対する各説明変数の重要

度を算出することができる。NGBoostを用いた応

力推定モデルでは，推定結果として正規分布のパラ

メータである平均値及び標準偏差を出力しているた

め，それぞれについて重要度が算出できる。表6，

表7に，ケース①，ケース②における説明変数の重

要度の一部として，上位5個を示す。 
ケース①では目的変数である計測箇所No.6の応

力の近辺や，船体上部であるNo.1，No.5，No.9，
No.10における応力の重要度が高くなっていた。一

方で，船体下部や船首側のNo.3，No.4，No.7につ

いては他の計測箇所と比較して重要度が低くなって

いた。本研究では計測箇所No.6を対象としたが，

他の計測箇所や船舶を推定対象とした際の知見を蓄

積することで，応力推定に必要な計測箇所を明らか

にすることや，少ない計測箇所で複数の箇所におけ

る応力を精度よく推定できるようになることが期待

される。 
ケース②では波浪荷重に関わる波高や波周期，出

会い波向きの重要度が高くなっていた。特に波高に

ついては，図5に示す通り計測箇所No.6の応力と線

形に近い関係にあるため，推定に大きく寄与したも

のと考えられる。 
 

表6 ケース①の説明変数の重要度 

 平均値について 標準偏差について 

1 応力（No.5） 
波浪成分＋弾性応答成分 

応力（No.5） 
波浪成分 

2 応力（No.1） 
波浪成分＋弾性応答成分 

応力（No.5） 
波浪成分＋弾性応答成分 

3 応力（No.9） 
波浪成分＋弾性応答成分 

応力（No.10） 
波浪成分＋弾性応答成分 

4 応力（No.10） 
波浪成分＋弾性応答成分 

応力（No.12） 
波浪成分＋弾性応答成分 

5 応力（No.10） 
波浪成分 

応力（No.9） 
波浪成分＋弾性応答成分 

 
表7 ケース②の説明変数の重要度 

 平均値について 標準偏差について 
1 波高（風浪＋うねり） 波高（風浪＋うねり） 
2 波周期 風速 
3 風速 出会い波向き 
4 対水船速 主機回転数 
5 主機馬力 対水船速 
 

 
図5 応力（No.6）及び波高 
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6．おわりに 

本稿では，実船計測データ及び機械学習を用いた

船体構造に生じる応力推定の研究の内容を紹介した。 
本研究は特定の船舶1隻を対象にしたものである

ため，他船に適用した場合の応力推定結果との比

較・検証を通じて本手法の有効性・汎用性を確認す

る必要がある。また，そのような取り組みを行うこ

とで，一定の推定精度を確保するために必要なデー

タ数や，推定精度向上に有効な説明変数について知

見を得ることが期待される。 
今後の展望として，非計測箇所の応力推定が挙げ

られる。本研究では実船計測で応力が計測された箇

所を対象に，実測値を正解データとして応力推定の

取り組みを行った。一方で，実際に船体構造に生じ

る応力推定の需要がある箇所は多数あり，そのよう

な箇所すべてにセンサーを設置し実測値を得ること

は困難である。そのため，直接的な計測に頼らずに，

精度よく応力履歴を推定する手法の確立に取り組む

ことに意義がある。 
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図3 ケース①の実測値及び推定結果のプロット 

 

 
図4 ケース②の実測値及び推定結果のプロット 
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自律飛行ドローンの船舶の検査・点検への活用検討 
─ 非GNSS環境かつ暗所における実証実験 ─ 

 
徳永 純路＊ 

 
1．はじめに 

1.1 背景 

近年，様々な分野において，ドローンなどのロボ

ティクス技術の活用が活発化している。この動きは

海事業界でも生じており，これら最新技術を用いた

船級検査員による検査や船員による点検への有効活

用に対する期待感が高まってきている。このため，

船級協会としては，2018年1月にいち早く，船体構

造の検査に対して遠隔検査技術（RIT：Remote 
Inspection Techniques）が活用できるようにIACS 
UR Z17を改正した。このような状況を踏まえ，日

本海事協会でも2018年4月に「船舶検査におけるド

ローン使用に係るガイドライン」（以下，ガイドラ

イン）を策定している1)。ドローンを船舶検査に使

用する際の適用範囲や手順，安全に運用するための

技術的な注意点，並びにドローンサービス事業所に

対する要件などをまとめている。貨物艙などの高所，

狭所，暗所での検査にドローンを活用することで，

検査の安全性，効率性，品質向上が期待されている。 
ドローンの操作方法として，オペレーターが手動

で操作する“マニュアル操作”と，周囲の環境をセ

ンシングし，自己位置，向きを推定することで自律

的に飛行する“自律飛行”の2種類あるが，ガイド

ラインでは，ドローンの運用方法は前者を対象とし

ている。これは，船舶内の自律飛行ドローンの使用

には， SLAM （ Simultaneous Localization and 
Mapping）等の技術が必要になるが，ガイドライ

ンを発行した当時は，まだ技術開発段階であり，船

舶検査に使用することは困難だと考えられていたた

めである。しかし，近年，技術開発が進んだことで

屋内でも自律飛行できるドローンが登場しており2) 3)，

他業界では，屋内のインフラ点検や巡回警備での活

用が検討されている4) 5)。 
1.2 目的 

現状は，船舶内のような鋼板で囲われた環境では，

GNSS電波が入らず，地磁気も安定しないため，マ

ニュアル操作による船舶の検査・点検には，高度な

操縦技能を有するオペレーターが必要となってくる。

一方で，自律飛行ドローンでは，オペレーターの技

                                                      
＊ 技術研究所 

量に依存することなく運用できる。ただし，前述し

た通り，ガイドラインでは自律飛行ドローンを想定

していないため，船舶検査に自律飛行ドローンを使

用する場合の技術要件を作成する必要がある。 
船舶内は非GNSS環境下であるとともに，暗所区

画も多い。そのため，自律飛行に関する技術要件だ

けでなく，照明が備え付けられていない暗所であっ

ても，検査・点検が行えることが重要な要件となる。

したがって，暗所においても十分な品質の映像を撮

影できるよう，照明の搭載，カメラの選定並びにチ

ューニングも重要である。 
また，近年では，撮影した映像を有効に活用する

ための技術開発も進んでいる。例えば，カメラ画像

を3D点群データやオルソ画像に加工する技術は既に

確立されており，こういった技術を有効活用するこ

とで，検査・点検の効率や品質の向上が期待される。 
自律飛行ドローンの利用による利点を最大化する

ためには，既存の検査・点検スキームに固執するこ

となく，柔軟な考えで活用することが重要となる。

そこで，本会では，船舶内のような非GNSS環境下

や暗所において安定して自律飛行するドローンに対

する技術要件の抽出と，自律飛行ドローンを用いた

際の船舶の検査・点検に適したスキームの研究を進

めている。 
本稿では，GNSSの代わりにカメラで撮影された

映像から環境の3次元情報と機体の位置姿勢を同時

に推定するVisual SLAM技術を用いた自律飛行ド

ローンを使用し，船舶内を模擬した環境下で飛行実

験を行い（写真1参照），非GNSS環境下及び暗所で

のドローンの自動飛行性能並びに撮影品質を検証し

た結果について記述する。 

 

写真1 資材置き場概観 
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